
事務局説明資料

専門委員会における運転期間延長に関する検証について

１ 目的・趣旨

県では，川内原発の運転期間延長について，「原則40年」との認識の下，

特例的な取り扱いの可否について，原子力政策に批判的な学識経験者を含む

形で，原子力安全・避難計画等防災専門委員会の構成を見直した上で，同委

員会において科学的，技術的な検証を徹底的に行い，九州電力が運転期間延

長申請を行う場合には，九州電力及び原子力規制委員会に対し，厳正な対応

を要請する。

２ 運転期間延長に関する検証の進め方

⑴ 特別委員の委嘱

・検証に必要となる材料工学及び建築構造・材料学の分野の学識経験者４

名について，新たに特別委員として委嘱する。

⑵ 分科会の設置

・運転期間延長に関する検証を集中的かつ効果的に行うため，専門委員会

の委員２名及び特別委員４名の計６名で構成する分科会を新たに設置する。

３ 「原子力安全・避難計画等防災専門委員会設置要綱」改正

⑴ 特別委員（第３条の２）

・川内原発の安全性に関する確認等に係る特別の事項を検討させるため必

要があるときは，委員会に特別委員を置くことができる。

・特別委員は，知事が委嘱する。

・任期は，当該特別の事項に関する検討が終了する日までとする。

⑵ 分科会（第５条第２項）

・委員会は，特別の事項を検討するため必要があると認めるときは，分科

会を設置することができる。

４ 「川内原子力発電所の運転期間延長の検証に関する分科会運営要領」制定

・分科会は，知事が指名する専門委員会の委員及び特別委員で構成する。

・分科会は，運転期間延長に係る特別点検，劣化状況評価，施設管理方針等

について科学的・技術的検証を行い，検討状況・結果を委員会に報告する。

・分科会は，その任務が終了したときは廃止する。
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鹿児島県原子力安全・避難計画等防災専門委員会設置要綱

（目 的）
第１条 川内原子力発電所に係る安全性の確認や避難計画の検証など原子力発電所に関す
る諸課題について，技術的・専門的見地から意見，助言をいただくとともに，県民に対
しわかりやすい情報発信などを行うため，鹿児島県原子力安全・避難計画等防災専門委
員会（以下「委員会」という。）を設置する。

（任 務）
第２条 委員会は，県の要請を受け，次の各号に掲げる事項について，確認・検証を行い，
必要な意見・助言を行う。
(1) 九州電力株式会社川内原子力発電所の安全性に関する確認
(2) 鹿児島県及び関係市町が策定する避難計画など防災に関する検証
(3) 県民向けのわかりやすい情報発信に関する検討
(4) その他(1)～(3)に関連し必要な事項

（委 員）
第３条 委員会は，知事が委嘱した委員で構成する。
２ 委員の任期は２年とし，再任を妨げない。
３ 委員会には座長を置き，座長は，委員の互選で選出する。
４ 座長が不在のときは，あらかじめ座長の指名する委員がその職務を代行する。

（特別委員）
第３条の２ 委員会に，第２条各号に掲げる事項に係る特別の事項について検討させるた
め必要があるときは，特別委員を置くことができる。

２ 特別委員は，知事が委嘱する。
３ 特別委員の任期は，当該委嘱に係る特別の事項に関する検討が終了する日までとする。

（会 議）
第４条 座長は，会議の議長となり，議事を整理する。
２ 委員会は，必要があると認めるときは，委員以外の出席を求め，説明を受けることが
できる。

（分科会）
第５条 委員会に，原発の安全性に関する分科会と避難計画など防災に関する分科会を設
置する。

２ 委員会は，第２条各号に掲げる事項に係る特別の事項について検討するため必要があ
ると認めるときは，前項に掲げる分科会の他に，別途，分科会を設置することができる。

３ 分科会の組織及び運営に関し必要な事項は，別に定める。

（庶 務）
第６条 委員会の庶務は，危機管理防災局原子力安全対策課において処理する。

（その他）
第７条 この要綱に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，別に定める。

附 則
この要綱は，平成28年12月19日から施行する。

附 則
この要綱は，平成31年４月１日から施行する。

附 則
この要綱は，令和３年12月23日から施行する。
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（五十音順）

専門分野

1 浅野　敏之 海岸工学

2 釜江　克宏
地震工学・
耐震工学

3 相良　雅史 放射線影響

4 佐藤　　暁
原子力発電
の国際情報

5 地頭薗　隆 砂防学

6 塚田　祥文
環境放射
生態学

7 中島　　健
原子炉物理，

臨界安全

8 古田　一雄
ヒューマン
ファクター

9 松成　裕子 放射線看護

10 宮町　宏樹
地震学・

火山物理学

11 守田　幸路
原子炉熱流
動・安全工学

12 山内　康英
災害情報

伝達

九州大学大学院 工学研究院 エネルギー量子工学部門　教授

多摩大学 情報社会学研究所　教授

鹿児島大学農学系　教授
鹿児島大学 地震火山地域防災センター　センター長

福島大学 環境放射能研究所　教授

京都大学 複合原子力科学研究所　所長・教授

東京大学大学院 工学系研究科　教授

鹿児島大学 医歯学域医学系 医学部 保健学科 看護学専攻　教授
鹿児島大学 地震火山地域防災センター　防災教育推進部門長

鹿児島大学大学院 理工学研究科　教授

原子力コンサルタント

鹿児島県原子力安全・避難計画等防災専門委員会　委員名簿

職　　　　　　　　名

鹿児島大学 地震火山地域防災センター　特任教授

京都大学 複合原子力科学研究所　特任教授

量子科学技術研究開発機構　量子生命・医学部門
放射線医学研究所　運営企画室　技術統括

氏　　名
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川内原子力発電所の運転期間延長の検証に関する分科会運営要領

（趣 旨）

第１条 この要領は，鹿児島県原子力安全・避難計画等防災専門委員会(以下「委員会」

という。)設置要綱第５条第３項の規定に基づき，川内原子力発電所の運転期間延長の

検証に関する分科会（以下「分科会」という。)の組織及び運営に関し必要な事項を定

める。

（任 務）

第２条 分科会は，川内原子力発電所１号機及び２号機の運転期間延長に係る次の各号に

掲げる事項について，科学的・技術的検証を行い，その結果を委員会に報告するものと

する。

(1) 九州電力株式会社が実施する特別点検及び劣化状況評価

(2) 九州電力株式会社が策定する施設管理方針

(3) 前二号に関連し必要な事項

（分科会委員）

第３条 分科会は，知事が指名する委員会の委員及び特別委員で構成する。

２ 分科会に座長を置き，分科会委員の互選で選出する。

３ 座長が不在のときは，あらかじめ座長が指名する分科会委員がその職務を代理する。

（会 議）

第４条 座長は，会議の議長となり，議事を整理する。

２ 分科会は，必要があると認めるときは，分科会委員以外の出席を求め，説明を受ける

ことができる。

３ 分科会の検討状況は，適宜，委員会に報告する。

（庶 務）

第５条 分科会の庶務は，危機管理防災局原子力安全対策課において処理する。

（廃 止）

第６条 分科会は，第２条に定める任務が終了したときは廃止するものとする。

（その他）

第７条 この要領に定めるもののほか，分科会の運営に関し必要な事項は，知事が別に定

める。

附 則

この要領は，令和３年12月23日から施行する。
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鹿児島県原子力安全・避難計画等防災専門委員会
川内原子力発電所の運転期間延長の検証に関する分科会 名簿

（五十音順）

氏 名 分 野 所 属 ・ 職 名

破壊力学・損傷力学・ 大阪大学大学院工学研究科

大畑 充
おおはた みつる

材料強度学・溶接力学 マテリアル生産科学専攻 教授

地震工学・ 京都大学複合原子力科学研究所

釜江 克宏
かま え かつひろ

耐震工学 特任教授

建築材料・ 東京都立大学大学院都市環境科学研究科

橘高 義典
きつたか よしのり

コンクリート工学 建築学域 教授

星槎大学 非常勤講師

後藤 政志 プラント （元ＡＰＡＳＴ 代表）
ご と う ま さ し

（元東芝 原発設計技術者）

原子炉熱流動 九州大学大学院工学研究院

守田 幸路
もり た こう じ

・安全工学 エネルギー量子工学部門 教授

照射損傷・ 九州大学応用力学研究所

渡邉 英雄
わたなべ ひ で お

原子炉材料工学 核融合力学部門 准教授
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